
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 

 

平成２４年５月１０日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

研究成果の概要（和文）：本研究では、中国の制度・政策転換と東アジア圏の国際相互依存関係

への影響に関わる政治経済学的問題を、財政・金融・産業・環境に焦点を合わせて考究した。

財政制度の効率性比較、途上国での望ましい工業汚染規制、企業の株式持合いと政策決定の関

係、混合寡占下での公企業の役割、途上国企業の部品の内製・購買の選択を理論的に分析した。

中国の社会保障制度の実態、マイクロファイナンスの金融機能を明らかにし、税制の機会均等

化効果の日韓台間比較、為替介入政策の市場の効率性への影響分析を行った。 

 
研究成果の概要（英文）：This research considers political and economic problems concerning 
changes in systems and policies of China and their impacts on international 
interdependence in East Asia. We focus on fiscal and monetary aspects, industry and 
environment. Theoretical studies include a comparison of fiscal systems in terms of 
efficiency, the characterization of optimal environmental regulation on industry in a 
developing economy, relations of firms’ cross-shareholdings of equity to government’s 
decision of trade policy, roles of a public firm under mixed oligopoly, and a firm’s 
choice between self-manufacture and market purchase of parts. Empirical studies cover 
the Chinese social security system, financial functions of microfinance, international 
comparisons among Japan, Korea and Taiwan in terms of an effect of a tax system on 
inequality of opportunities, and the effects of government intervention into foreign 
exchange market on the market efficiency. 
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１．研究開始当初の背景 

中国では、1978 年から始まった改革開放以
降、年平均 10％の高成長が続き、旧ソ連や東

欧諸国とは対照的に、市場経済への漸進的移
行は高く評価されていた。その特徴は、政府
が国有経済に代表される旧体制を存続させ
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ながら、非国有経済・新制度を育成・発展さ
せた点にあった。 

しかし経済成長とともに、財政・金融・産
業・環境などの領域に存続してきた旧制度が
市場経済の原理に合致しなくなり深刻な問
題をもたらした。地域間・階層間所得格差の
拡大、産業育成や公共政策の決定における地
方政府と中央政府の役割分担の曖昧さが原
因となって、政治・経済・社会の不安定性が
増す一方、公的・私的な資産の運用は東アジ
アにおける、新たな資金移動の源泉となりつ
つあった。また、国営･公営企業が日欧米や
韓台の民間私企業と国内外の市場で競争を
繰り広げ、従来の市場競争とは異なる歪みを
もたらす懸念があった。 

1990 年代半ばから、中国政府はこれらの
問題を重要な政策課題に位置づけ、新たな制
度設計に積極的に取り組んできた。とはいえ、
中国の為政者はもとより、従来の理論･実証
研究者の関心も主に国内経済に向けられ、中
国における政治経済の変容が東アジア経済
にいかなる影響をもたらすかという点は軽
視されがちであった。 

 

２．研究の目的 

本研究は、日本の高度成長期における経験に
照らしつつ、最新の経済理論を活用・発展さ
せることで、中国の経済成長に伴って発生し
ている経済諸問題の政治経済的意義を、深化
する東アジア経済圏内の相互依存関係とい
う観点から明らかにし、東アジア経済圏全体
として望ましい政策協調のあり方を分析す
る。特に財政・金融・産業・環境という 4 つ
の分野に焦点を当て、日中の政治経済関係発
展の阻害要因を明らかにしつつ、東アジア経
済圏の健全な政治経済的環境の構築にとっ
て何が望ましいか、それに向けて各国がいか
に対応すべきかを明確にする。具体的には、 

(a)産業・競争政策や環境政策などミクロ公共
経済政策の国際協調、(b)国際相互依存下にお
ける財政・金融における政策・制度の調整、
(c)多様な経済発展過程の可能性と政治経済
制度選択、に関わる諸問題について、望まし
い政策設計の考え方を明らかにする。 

 

３．研究の方法 

上記の 4分野において、中国の制度･政策転
換と東アジア地域への影響を分析・評価する
ため、研究分担者を専門の近い以下のテーマ
に振り分け、研究代表者が全体を統括する方
法を採る。具体的には、日中両国の研究者に
よる先行文献の調査、現地調査とそれに基づ
く理論・実証分析、シンポジウムや出版物を
通じた研究成果発表を行う。 
(1) 中国財政制度と政治経済的意思決定制度

の変革（小西秀樹、于洋）： 
中国の市場経済への移行に伴い、政府機

能、特に中央と地方政府の間における政
策の役割分担、社会保障面での官民の役
割分担がどのように転換したか等を政治
経済学的アプローチにより分析する。 

(2) 金融制度（清野一治、鈴木久美、佐藤綾
野、魏芳）： 
中国の金融市場改革に焦点を合わせ、日
本や東アジアの経験と異なる点、政府機
能はいかに転換すべきかを検討する。混
合寡占等の応用ミクロ経済学的分析、デ
ータを用いた実証研究を行う。 

(3) 環境問題（石井安憲、小西秀樹、大東一
郎）： 
中国をはじめ東アジア地域内でも環境規
制の強化が集めていることを考慮して、
中国の経済成長を支える急速な都市化が
大気汚染と水質汚濁の状態に与えている
効果に関して実態調査を行い、環境規制
の影響を理論的に分析する。 

(4) 経済発展過程の多様性と政策効果（大東
一郎、上田貴子）： 
東アジア圏は、制度や文化的特徴におい
て多様性が高く、各国・地域の経済発展
過程もさまざまに異なっている。こうし
た多様な発展過程を理解するための基礎
となる経済成長モデルを開発する。また、
比較実証分析を行う。 

(5) 途上国経済における産業育成・競争政策
の設計と国際分業体制（芹澤伸子、魏芳、
木村公一朗）： 
東アジア地域における技術集約産業にお
ける先発国・後発企業間の動学的寡占競
争と各国の産業・貿易・競争政策の役割、
地域貿易協定深化による厚生効果を理論
的・実証的に検討する。 

(6) 東アジア地域内資本移動とマクロ経済的
相互連関（清野一治、佐藤綾野）： 
日米台間の資本移動に関する 2変量誘導
型 VAR モデルを中国や韓国を加えて拡張
し、資本移動を介した東アジア地域の国
際連関構造を解明する。また、大国開放
マクロ経済モデルで金融取引規制緩和が
各国に及ぼす効果を理論的・実証的に明
らかにする。 

 
４．研究成果 
これら 6つのテーマについて、次のような成
果が得られた。 
 
(1) 中国財政制度と政治経済的意思決定制度

の変革：  
① 中国型の地方分権や日本型の縦割り行政

などを，出世欲を持つ担当者によるヤー
ドスティック競争の枠組みによって比較
し，効率性の序列を明らかにした。とく
に、地方分権の政治経済学について為政
者の努力インセンティブに関わる新たな



 

 

視点を提示した点は、国内および国際的
な学会で評価を受けている。今後は、EU
型の財政・金融政策の集権化、分権化の
研究に進めるであろう。 

② 1990年後半以降の中国の社会保障改革に
ついて、政府財政責任の欠如、職域保険
と地域保険の格差、労働の流動性の阻害
といった問題を摘出した。中国政府が目
指す「全民保障」（国民皆保険・皆年金）
のためには各保険制度の負担と給付の格
差是正が必要とする独自の論は、国内外
の研究者から評価されている。今後は、
中央政府と地方政府の財政責任の変化の
研究、日中韓の比較実証研究に進む見通
しである。 

 
(2) 金融制度： 
① マイクロファイナンス（MF）のバングラ

デッシュ現地調査により、MF機関の金融
機関としての機能を明らかにした。日本
で強調される貧困撲滅策としての機能を
超えて金融発展との関係に着目した点に
意義がある。今後は、イスラム金融や新
興国の経済発展との関係をも視野に入れ
た研究に進めるであろう。 

② 企業の株式持合構造、所有と経営の分離
構造を考慮して、政府の貿易政策決定と
寡占市場における企業の経営者委任行動
の相互依存関係を明らかにした。この相
互依存関係を企業の所有・経営構造の観
点から解明することで一国の経済制度の
設計に有益な示唆を得られる点に重要な
意義がある。今後は、合併や買収などそ
の他の企業の所有構造を検討する。 

 
(3) 環境問題： 

農村都市間人口移動のある発展途上国の
開放二重経済モデルで、都市工業汚染税
率の引き上げが長期的に都市失業を増加
させる可能性があること、最適な汚染税
率がピグー税より高くなることを明らか
にした。最適汚染税率がピグー税より低
くなるという閉鎖経済での結果と逆であ
る点で、途上国の最適な環境規制のあり
方に新たな知見を与える意義がある。 

 
(4) 経済発展過程の多様性と政策効果： 

「均衡の不決定性」を取り入れた新たなマ
クロ動学モデルにより、東アジア諸国の
多様性な経済発展過程を説明しうる経済
理論を開発した。他方、税制による機会
均等化に関して韓国、日本、台湾の比較
実証分析を行い、台湾における世代間所
得連関の弾力性を計測した。これは東ア
ジアに関する初めての実証研究であり、
東アジア諸国と欧米諸国との比較を可能
にする点で重要な意義がある。今後は、

中国についても分析を進める。 
 
(5) 政策の設計と国際分業体制：  
① 混合寡占市場における政府の役割を考察

し、公企業が民間企業より高い質のサー
ビスを提供する条件を明らかにした。ま
た政府が複数の民間企業に業務委託する
場合、最適参入数の下で民営化が優れて
いることを見出した。財の数量だけでな
く“質”をも同時に考慮すると、公企業
が民間企業より質の高いサービスを提供
する可能性があることを理論的に示した
点に新たな意義がある。今後は国際的混
合寡占における戦略的投資、地域貿易協
定の深化がもたらす厚生効果について研
究を発展させることができよう。 

② 中国電機・電子産業を対象に、先進国企
業の存在が、発展途上国企業における主
要部品の内製／購買選択にあたえる影響
を分析した。技術格差が、購買の選択の
一因になっていることを明らかにした。
先進国が発展途上国の成長にあたえる影
響を国・産業レベルでなく企業レベルで
分析した点に新しい意義がある。今後、
グローバリゼーション下の発展途上国企
業の成長プロセスとして一般化できるか
を探る。 

 
(6)東アジア地域内資本移動とマクロ経済的

相互連関：  
円ドル為替レートへの介入期待に関する
実証分析により、政策当局の頻繁な大規
模円売り介入が、為替市場の投資家期待
を一方向(円安方向)に誘導し、市場の効
率性を高めることを明らかにした。SMM と
いう推計方法を用いた点とこれまで使用
されてこなかったTickデータを為替介入
の研究に使った点で独自性がある。今後
は、中国人民元の切上げ期待の実証分析
に進む計画である。 
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